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ふるさとは栗山です。
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　栗山町民憲章は「わたくしたちは、夕張川
の流れとともに、たくましい先人の夢を育
て、輝く未来を築く栗山町民です。」との前
文で始まります。
　開祖・泉麟太郎翁をはじめとする偉大な
先人たちが、雪解けの水が渦巻く夕張川を
渡り、開拓の鍬を入れて１２０余年。道内
初の水利土工組合設立の偉大な事跡をはじ
め、その夕張川の恵みを活かし、筆舌に尽
くしがたい労苦の中、知恵と情熱、仲間と
の信頼と協働により「ふるさと栗山」の礎
を築かれました。その先人たちの精神は、
農業水利事業創始８０周年記念碑に刻まれ
る「和衷協力（＝心を同じくして共に力を
合わせる）」という言葉に表されていると考
えます。
　この第６次総合計画における、まちづく
りの合言葉「ふるさとは栗山です。」という
言葉には、ふるさとに愛着と誇りを持つ町
民の皆さんと共に、まさに和衷協力と開拓
者精神で次代を切り拓いていきたい、との
思いが込められています。

　本格的な人口減少・少子高齢社会を迎え、
新たな地方創生が叫ばれる今こそ、偉大な
先人の夢を未来に引き継ぎ、地域の潜在力
を活かした「くりやま創生」を進めていか
なければなりません。
　本計画の策定にあたり、多様な機会を通
じ、多くの町民の皆さんから貴重なご意見、
ご提言をいただきました。また、熱心なご
審議をいただいた総合計画審議会委員なら
びに町議会議員の皆様に対しても心より御
礼を申し上げます。本計画の目指すべき将
来像である「誰もが笑顔で、安心して暮ら
すまち」の実現に向けて、今後も一層のご
理解とご協力をお願い申し上げます。

栗山町長　椿原  紀昭
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まちづくりの基本目標

［１］まちづくりの基本理念

❶  情報共有のまちづくり
まちの将来像や政策等の目標・成果などを
町民が共有できるよう、適切な町政情報の
公開・提供を前提としたまちづくりを推進
します。

［２］まちづくりの合言葉・まちの将来像

まちづくりの合言葉を「ふるさとは栗山です。」と
し、積み重ねられた町の歴史と先人の夢をつなぎ、
次世代に誇れるふるさと栗山を築いていくため、
町民一人ひとりが主役となり、和衷協力の精神で
地域に根差したまちづくりを進めます。

ふるさとは栗山です。
～ 誰もが笑顔で、安心して暮らすまち ～

［まちづくりの合言葉］

［まちの将来像］

「笑顔」
・次代を担う子どもたちが夢・希望を描くことが
   できるまち
・町民一人ひとりが生きがいを持てる、文化豊かな
   賑わいのあるまち

❷  町民参加のまちづくり
町民一人ひとりが主体的に参加・参画する
まちづくりを推進します。また、町民が政
策等の形成過程に参加できる機会の充実を
図ります。

❸  連携・協働のまちづくり
重点政策方針に基づく分野横断的な政策展
開など、町民相互、町民と行政が連携・協
働するまちづくりを推進します。

❹  持続可能な自律したまちづくり
地方分権時代に対応した自律したまちづく
りを推進するとともに、町財政の健全運営
と個性的で効果的な政策展開を両立した、
持続可能なまちづくりを推進します。

また、まちの将来像については「誰もが笑顔で、
安心して暮らすまち」とし、暮らしの本質的な豊
かさに恵まれた、いつまでも住み続けたいと思え
るまちを目指します。

「安心」
・町民誰もが安心して暮らすことができるまち
・町民の心がふれあい、共に支え合う住みよいまち
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［３］計画期間中の目標人口

平成 34年（10月時点）＝12,000人

Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｈ31年 Ｈ32年 Ｈ33年 Ｈ34年

推
計
人
口

人 口［人］ 12,404 12,228 12,051 11,875 11,698 11,522 11,338 11,154

高齢化率［％］ 37.7 38.3 39.0 39.7 40.4 41.2 41.5 41.8

目
標

人 口［人］ 12,453 12,388 12,323 12,257 12,192 12,127 12,052 12,000

高齢化率［％］ 37.5 38.0 38.4 38.9 39.3 39.8 39.8 39.8

人口の考え方
平成 22 年 10 月時点の国勢調査人口を基準とし、本
推計・目標における人口は「町内に３ヵ月以上住んで
いる常住者」としています。
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平成 27 年 平成 34 年 平成 42 年［15年後］

12,404

11,154

9,687

6,498

5,533
4,6704,673 4,658
4,247

2,492 2,736 2,876

1,233 963 770

第 6 次総合計画期間

［参考データ］栗山町の将来人口推計

目標人口の設定 
重点プロジェクトとして取り組む「若者世代が移住・定
住しやすい環境づくり」などの成果として、若者世代の
人口の変化率が、計画期間中の８年間で横ばい（減少が
とまる）から微増となる見込みで目標設定しています。
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総人口［全年齢］

生産人口［15～64歳］

老年人口［65歳～］

※［参考］75歳以上

年少人口［0～14歳］

●今後 8年間で約 10％の人口が減少
●年少人口は△21.9％、生産人口は△14.9％と減少が続く

総合計画とは、まちの目指すべき将来像を定め、福祉・教育・産業振興・住環境
づくりなど、今後８年間、町が進める全ての政策の根拠となる最上位計画です。
計画に基づく施策・事業の実行財源は、財政計画との連動により確保されており、
財政の健全化と個性的なまちづくりを両立できる仕組みとなっています。



４つの重点プロジェクト

若者世代が移住・定住しやすい環境づくりの推進

若者世代が求める情報の総合的な発信
妊娠・出産・子育てに関する情報提供や相談機能の充実、
空き地・空き家情報等の移住者向け情報の発信を行います。

若者世代が求める住環境・雇用環境づくり
住宅取得・中古住宅リフォーム・家賃助成や、新規就農者へ
の支援、企業誘致の推進、空き店舗活用支援などを行います。

都市圏への交通アクセスの向上
民間バス路線確保のため一定の収支率以下の路線に対する補助、
都市（札幌市）への交通アクセス向上に向けた調査研究を行います。

移住体験の機会づくり
短期移住体験の受け入れや、都市圏での移住相談会、移住者
向けパンフレット作成等により移住・定住を促進します。

子どもたちの笑顔が輝くまち｜若者定住対策

「子育てするなら栗山で」と若者世代から求められるまちを目指します

特色ある豊かな教育環境づくりの推進

学校教育における ICT 教育・英語教育や
学力向上に向けた指導体制の充実

電子黒板・タブレット端末等の整備や、小学校への英語指導助
手の配置、学力向上に向けた専門職員の配置などを行います。

地域資源を活かした「ふるさと教育」の充実
町民が学校運営に参画するコミュニティスクールの導入や、
ふるさと教育の推進、子どものまちづくり参加を充実します。

スポーツ・文化活動の支援
児童生徒のスポーツ大会参加支援や、芸術鑑賞機会の充実、
年齢や技術に応じた生涯スポーツを推進します。

栗山高校生の各種資格取得支援
栗山高校の生徒を対象に、語学・簿記・パソコン検定など就
業機会の拡大が見込まれる資格取得を支援します。

安心して子育てができる環境づくりの推進

子育て家庭の経済的な支援の充実
町内に住所を有する高校３年生までの医療費助成や、満１歳ま
での乳幼児を対象とした育児用品の購入助成などを行います。

子育て・発達支援や保育サービスなどの充実
子育て支援センターの移設整備や、保育サービスの充実、発
達の遅れがある子どもの支援体制などを充実します。

各公園施設の安全確保と利便性の向上
老朽化した公園施設の修繕・更新や、御大師山周辺の魅力向
上に向けた散策路・展望デッキの整備などを行います。
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人口減少・少子高齢化・自然環境保全・産業活性などまちが抱える
課題に対応し、より良いまちづくりを進めるため、重点的に取り組
む４つのプロジェクトを紹介します。

生涯を自分らしく暮らすまち｜健康寿命延伸

町民の健康意識を高め、元気高齢者が活躍するまちを目指します

町民全体の健康意識の醸成

町民の健康管理に関する意識の高揚
全町的な健康づくり運動の展開や、健康づくり意識の高揚を図
る奨励金制度の創設、健幸都市モデルの調査研究を行います。

地域や企業・団体による健康づくり活動の支援
健康づくりを応援する企業等の認定や「子どもにやさしい禁煙の
店」の認定など、企業・団体が行う健康づくり活動を支援します。

生活習慣改善と疾病予防の推進

妊娠期・乳幼児期からの生活習慣づくり
妊娠前から学童期までの適切な生活習慣づくりの推進や、子育て
家庭の食生活改善、妊婦・乳幼児の口腔ケア意識の高揚を図ります。

若年層を含めた健診（検診）受診率の向上
若年層を対象とした受診奨励や、検診体制の充実、がん検診
および特定健診受診率の向上を図ります。

町民の運動習慣づくりと生涯スポーツの推進
スポーツ団体・総合型地域スポーツクラブとの連携により、
年齢や技術に応じた生涯スポーツを推進します。

介護予防（生活機能の維持・向上）の推進
要介護状態の発生を防ぐ介護予防（生活機能の維持・向上）を
推進します。

高齢者による社会参加の環境づくりの推進

高齢者の多様な学びの機会づくり
高齢者大学・定年世代向け町民講座の開催など、高齢者が喜
びと生きがいを感じる学びの機会を提供します。

高齢者の居場所・活動の場づくり
ケアラーズカフェの全町展開や、熟年人材センター事業など、
高齢者の社会参加を推進します。

高齢者の生活・活動のための交通手段の確保
高齢者の買い物・通院など、移動困難者を支えるコミュニティ
バス（栗山市街地等の循環運行）を導入します。

重点
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４つの重点プロジェクト

自然教育中長期ビジョンの策定と推進体制の整備

町民参加による自然環境保全・再生中長期
計画の策定

全町的な自然環境の保全・再生等に向けた中長期計画を策定
し、町民参加による保全・再生運動を推進します。

中心的な担い手（リーダー）の確保・育成
自然教育を担う専任職員の配置や、町民運動の担い手確保・
育成、次代を担う子どもリーダーの育成を図ります。

人と自然が共生するまち｜自然環境保全・再生

豊かな自然・里山環境を守り、次世代につなぐまちを目指します

自然体験教育の充実

児童生徒による「ふるさと自然体験教育」の充実
栗山町の自然環境を題材とした理科副読本の作成や、学習指導要領
に対応した自然体験プログラムの充実と指導体制の確保を図ります。

町外の小中学校等の受入など都市圏との
交流事業の推進

雨煙別小学校コカ・コーラ環境ハウスを拠点にした町外学校等の受け
入れや、協定大学等と連携した学生ボランティア制度を構築します。

町民参加による自然環境保全・再生運動の推進

自然関係団体による主体的な保全・再生
運動の支援

ハサンベツ里山運動や、夕張川流域の環境調査、サケ放流事業など、
関係団体の活動を支援します。

町民が保全・再生運動に参加する機運・
機会づくり

自然情報発信の充実や、オオムラサキ観察飼育舎のふれあいプラ
ザへの移設、御大師山周辺ガイドブックの作成などを行います。
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地域の潜在力を活かすまち｜産業活性化対策

農業基盤を活かした交流人口拡大と、雇用・産業創出のまちを目指します

農業基盤を活かした６次産業化の推進

６次産業化に取り組む町内農業者等の支援
町内農業者等による農産物加工・販売や、農産物を活用した
レストラン開設などを支援する制度を創設します。

栗の活用などの新たな特産品開発及び販路
拡大の推進

国内最北端の栗の産地化とブランド開発の推進や、東アジア
市場等への販路拡大を目指す町内企業の支援を行います。

農産物を活かした企業の立地促進
積極的な企業誘致活動により、新たな雇用創出と地域経済の
活性化を図ります。

地域資源を活かした観光・交流産業づくりの推進

観光推進体制の構築と観光振興計画に基づ
く事業の推進

新たな観光推進体制を構築し、観光振興計画の策定など観光
事業の充実を図ります。

自然・農村環境を活かした都市農村交流の
推進

農業体験受入や農産物直売活動の推進、自然体験プログラム
の充実と都市圏からの交流人口拡大を図ります。

各産業の担い手育成の推進

農業の担い手育成
農業後継者の育成や、営農活動の安定化支援、農業研修生
受入事業、新規就農者への助成事業などを行います。

商工業の担い手育成
まちの駅栗夢プラザの運営支援や、空き店舗活用支援、町内
商工業者の経営安定化などの支援を行います。

重点
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１ 生活環境 ｜安心して暮らせるふるさとづくり

［１］ごみ処理

中間処理による再資源化の推進
資源リサイクルや生ごみの堆肥化などの再資源化により、環
境にやさしい循環型社会を推進します。

埋立ごみ減容の推進
埋立ごみの破砕処理や外部焼却処理委託を推進し、最終処分
場の延命化を図ります。

　　　安定したごみ処理体制の構築
広域組合（道央廃棄物処理組合）へ加入し、基本計画策定、建
設用地の選定 ･購入、施設建設などを行います。

［２］環境・エネルギー

温室効果ガス排出削減の推進 地球温暖化対策実行計画の策定を行います。

　　　循環型社会貢献企業の支援
再生可能エネルギー導入により、環境にやさしい循環型社会
への貢献を目指す企業を支援します。

再生可能エネルギー導入の推進
住宅用太陽光発電システムの設置助成や、主要公共施設への
太陽光発電設備の導入などを推進します。

新規

新規
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４つの重点プロジェクトのほか、町民生活に関するさまざまなサー
ビス提供・課題解決のため、町では分野ごとに各種事業を行います。
以下、政策分野ごとにその主なものをご紹介します。

［３］防災

　　　自主防災組織設置の推進
自主防災組織の設置支援や防災士の育成など、地域における
災害時の協力体制を確立します。

　　　災害時の電源・燃料の確保 町内主要避難所の非常用電源、燃料等の確保を推進します。

　　　災害時の情報伝達手段の充実
小中学校・各公共施設に対する災害・避難情報の伝達手段
（緊急速報配信システム）を構築します。

　　　防災情報システムの導入
町内各地点に気象計測器・ライブカメラを設置し、早期の避
難情報提供を推進します。

新規

新規

新規

［４］消防・救急

消防車両等の計画的な更新
化学消防ポンプ自動車、救助工作車、高規格救急車など、消
防車両等の更新を推進します。

　　　消防通信指令装置の更新
より迅速な消防・救急体制を確保するため、消防署通信指令
装置を更新します。

消防団施設などの充実・強化
災害時等の被害軽減を図るため、サイレン吹鳴システムの整
備や女性消防団の発足など消防団活動を充実・強化します。

新規

［５］生活安全

交通安全運動・教育の推進
町民一人ひとりの交通安全意識を高め、交通事故等の抑止を
図ります。

防犯灯（街路灯）の適切な設置推進
町内会等による防犯灯（街路灯）設置や修理費用の助成、電気
料の助成、ＬＥＤ化の推進を図ります。

消費生活啓発活動の支援と相談窓口の充実
知識啓発及び相談体制の充実により、消費生活の保護を推進
します。
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２ 教育 ｜人々が輝くふるさとづくり

［１］学校教育

ICT を活用した教育の推進
各教室への電子黒板・実物投影機・タブレット端末等の整備
や、デジタル教材の導入・利活用を図ります。

小中学校英語教育の充実
小学生専属の英語指導助手を配置し、英語教育の充実を図り
ます。

　　　学力向上に向けた指導機能の充実
学校教育活動の指導・助言を行う専門職員の配置や、授業力
向上に向けた教職員研修機会の充実を図ります。

コミュニティ・スクールの導入推進
地域住民や関係団体の意向を学校経営に反映させるため、学
校運営協議会制度の導入を進めます。

　　　栗山高校生の資格取得支援
栗山高校の生徒を対象に、語学・簿記・パソコン検定など就
業機会の拡大が見込まれる資格取得を支援します。

　　　栗山中学校体育館の大規模改修
非構造部材の耐震化、照明器具 LED化、外壁・屋根改修、地
域開放用玄関の付設など大規模改修を行います。

介護福祉学校の運営
優秀な介護福祉士を養成し、これからの高齢化社会を支える
人材の育成を推進します。

新規

［２］生涯教育

家庭教育の啓発・支援
家庭教育講演会・学習会等の開催や、相談ボランティアの
育成、家庭教育サポート企業との連携を推進します。

青少年の体験活動機会の提供
くりやまキッズクラブ（青少年体験学校）や、宿泊体験事業を
行います。

町民の多様な学びの機会づくりの推進
町民講座・くりやま地域大学など町民の学習機会の提供や、
生涯学習情報誌「マナビィ」の発行などを行います。

町民の読書活動の支援
学校図書室との連携や子育てブックスタート事業、栗山ふる
さと文庫事業など、町民の読書活動を推進します。

地域総ぐるみのふるさと教育の推進
学校・家庭・地域が一体となり、地域資源を題材に学ぶ「ふ
るさと教育」を推進します。
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新規

新規



［３］自然環境教育

　　　人と自然との共生の推進
　　　（人と自然が共生するまちづくり宣言）

自然環境保全・再生中長期計画の策定、地域おこし協力隊事
業など、担い手・人材の確保を推進します。

ふるさと自然体験教育の推進
自然体験教育の推進と雨煙別小学校コカ・コーラ環境ハウス
の利活用を図ります。

　　　観察飼育舎とふれあいプラザの機能統合
オオムラサキ観察飼育舎のふれあいプラザへの移設および、
ファーブルの森観察飼育舎の撤去・休憩所設置を行います。

［４］スポーツ

生涯スポーツの推進
スポーツ団体・総合型地域スポーツクラブとの連携により、
年齢や技術に応じた生涯スポーツを推進します。

スポーツ施設の整備
スポーツ施設の長寿命化を推進するため、老朽化した施設・
設備を計画的に改修します。

新規

［５］芸術文化

芸術・文化に親しむ環境づくり
小学校での演劇鑑賞事業や、札響ひなまつりコンサートなど
の音楽鑑賞事業を実施します。

　　　歴史的建造物等の保存・継承支援
小林酒造倉庫群などの現状調査、歴史的建造物の保存・継承
に向けた支援制度を検討します。

［６］国際・地域間交流

少年ジェット派遣事業の実施
国際社会に対応する人材の育成を図るため、中高生を対象と
した海外派遣事業を行います。

青少年交流事業の実施
次代を担う青少年の育成を図るため、姉妹都市との地域間交
流事業や、被災地児童の受け入れ・交流事業等を行います。

新規
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３ 医療･保健･福祉 ｜健幸に暮らせるふるさとづくり

［１］保健

生活習慣病予防の推進
特定健診の受診勧奨や保健指導の充実などにより、脳血管疾
患、循環器疾患、糖尿病などの予防を推進します。

母子保健の推進
特定不妊治療助成や妊婦保健指導、家庭訪問等の育児支援、
学童期の生活習慣形成、任意予防接種費助成などを行います。

　　　健康寿命延伸のまちづくり宣言
健康づくりに係る方針を宣言し、地域ぐるみで疾病予防およ
び健康管理意識の向上を目指します。

　　　健幸都市モデルの調査・研究
スマート・ウェルネス・シティ（健幸都市）首長研究会への参加など、
健康で生きがいある暮らしができるまちづくりモデルを構築します。

［２］地域医療

地域に必要な医療水準の維持
赤十字病院の医師確保への助成や、将来的な医療環境整備の
検討など、医療水準の確保に努めます。

救急医療体制の確保
赤十字病院の夜間・休日救急医療への助成や、24時間電話
救急医療相談窓口の利用促進を図ります。

［３］児童福祉

　　　総合的な情報提供と相談機能の充実
ファイナンシャルプランナーによるくりやまライフサポー
ター事業などを実施します。

子ども医療費の助成
高校３年生までの医療費を助成します。［町外医療機関での
受診は入院のみ、ただし未就学児は町外通院も助成対象］

　　　子ども健やか育み宣言
相談事業や乳幼児育児用品の購入助成など、子育て家庭への
支援や子育てしやすい環境の充実を図ります。

保育サービスの充実
一時保育・延長保育や休日預かり事業の実施、利用者負担額
を勘案した保育料軽減の検討などを行います。

　　　子育て支援センターの移設整備
子育て支援センターを移設し、安全で利用しやすい施設環境
および機能の充実を図ります。

新規

新規

新規
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［４］高齢者福祉

介護予防事業の推進
一次予防事業（生活機能維持・向上）、二次予防（生活機能の改
善）などを実施します。

　　　南部高齢者福祉拠点整備の検討
介護支援事業所・地域住民との意見交換、検討委員会の設置
を行い、南部地域の福祉拠点施設整備の検討を行います。

　　　介護福祉学校と介護支援事業所との連携
介護福祉学校生による町内介護支援事業所等へのボランティ
ア・アルバイト協力や、福祉人材育成講習会などを実施します。

［５］地域福祉

高齢者の社会参加の推進
ケアラーズカフェの全町展開など居場所づくりの推進や、熟
年人材センターなど高齢者の社会参加の推進を図ります。

地域の見守り・支え合い活動の推進
地域社会における高齢者等の見守り・支え合いの体制づくり
を推進します。

［６］障がい者福祉

障がい者の地域生活支援
福祉ハイヤー利用助成や、日常生活サポート（ヘルパー派遣）
の実施など、障がい者の自立した地域生活を支援します。

障がい者団体の地域活動支援
地域自立支援協議会など障がい者団体の活動支援や、知的障
がい者の雇用促進に向けた職親委託事業等を実施します。

新規

新規
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４ 産業 ｜賑わいと活力あるふるさとづくり

［１］農林業

農業後継者の育成
農業研修の充実など地域農業の中心的な役割を果たす農業後
継者の育成を図ります。

新規就農者の受入推進
青年就農給付金の交付や、地域おこし協力隊事業の実施など、
新規就農者の受入体制充実を図ります。

良質な農産物生産活動の推進
安全安心・良質な農産物生産活動の支援や、農村環境保全に
効果の高い営農活動支援などを行います。

　　　６次産業化の取り組み支援
農業者等が行う農産物加工、直売、農村レストランなどの新
たな取り組みを支援する制度を創設します。

都市農村交流の推進
農山村の魅力を活かし、農業・農村体験の受け入れや、景観
緑肥の作付支援などを推進します。

適正な森林管理の推進
森林が持つ多面的機能を発揮するため、町有林の計画的な管
理と民有林の整備支援などを進めます。

［２］商工業

魅力ある商店街づくりの推進
まちの駅栗夢プラザの運営支援や空き店舗活用支援など、
魅力ある商店街づくりを進めます。

積極的な企業誘致活動の推進
積極的な企業誘致活動により、新たな雇用創出と地域経済の
活性化を図ります。

商工業者の経営安定・改善の支援
経営相談や店舗等の新設・増設支援など、町内商工業者の経
営安定・改善などを支援します。

新規
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　　　新たな観光推進体制の構築
新たな観光推進体制を構築し、観光振興計画の策定など観光
事業の充実を図ります。

新たな特産品や観光資源の創出
見本園の整備や栗植樹の推進など、本町の「栗」を活用した新
たな地域ブランドの開発を進めます。

海外への特産品販路拡大の支援
東アジアを中心とした特産品の販路開拓支援や、海外からの
観光客受入交流事業を実施します。

移住・定住の促進
短期移住体験の受け入れや、都市圏での移住相談会、宅地分
譲地のＰＲ・販売などにより移住・定住を促進します。

［３］観光・交流産業

新規

［４］雇用環境

勤労者福祉の向上と通年雇用化の推進
勤労者福祉センターの管理運営、季節労働者の通年雇用促進・
資格取得支援を推進します。

労働者の労働環境向上
町内の事業所に勤める従業員の就労状況を調査し、労働環境
の向上を図ります。
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５ 都市基盤 ｜快適でやすらぐふるさとづくり

［１］道路・交通

計画的な道路網の整備
幹線町道湯地継立線・杵臼本線の改良・舗装、計画的な橋梁
の点検・修繕を行います。

道路環境の維持・向上
町道補修や側溝改修など、道路環境の適切な維持・向上を図
ります。

地域間交通の確保と利便性の向上
民間バス路線の維持・確保と、都市間交通アクセスの向上を
図ります。

町営バスの計画的な更新
計画的な車両（スクールバス等）の更新・小型化や、デマンド
方式バス運行路線の拡大を図ります。

　　　超高齢社会に対応する交通システムの確立
高齢者の買い物・通院などの移動困難者を支えるコミュニ
ティバス（栗山市街地等の循環運行）を導入します。

［２］住宅・住環境

公営住宅の整備・改修
老朽化した公営住宅の建替（曙、中央、継立、中里団地を予定）
や、栗山産木材の積極的な活用を推進します。

住宅団地の造成
低廉で快適な住宅地を供給するため、朝日４丁目住宅団地
（17区画）の造成を行います。

　　　若者・子育て世代の移住環境整備
住宅取得・中古住宅リフォーム・家賃助成など、若者世代の
移住・定住促進に向けた環境整備を進めます。

空き家対策の推進
安全な住環境を確保するため、老朽化した危険家屋（空き家）
のうち、町に寄附されたものを撤去します。

住宅の居住性や住環境の向上
住宅のバリアフリー改修や老朽住宅解体、耐震改修費用の一
部を助成し、安心して住み続けられる居住環境を目指します。

新規

新規

17

分野別の主な計画事業



［５］街なみ・景観

新町地区の再開発整備要望の推進
新町通街路整備事業の継続要望、街なみ整備や若者定住用町
営住宅整備の検討を進めます。

馬追橋架換え要望と錦地区町並みづくりの
推進

馬追橋の早期架換事業の継続要望、遊歩道整備などの検討を
進めます。

　　　南部公民館の敷地内整備
南部公民館の利便性向上に向けた、敷地内の整備（新規出入
口、道路・駐車場等）を行います。

南部地域振興策の検討
継立中学校跡地活用や、宅地分譲地造成の検討、夕張市・由
仁町との広域道路網の整備要望などを行います。

　　　農村環境改善センターの周辺整備
角田農村環境改善センターの利便性向上に向け、新たな駐車
場（78台分）を整備します。

　　　角田地域振興策の検討
跨線橋撤去に合わせた新工業団地の造成と幹線町道の整備、国道
234 号線整備事業（拡幅・バイパス化）の継続要望などを行います。

　　　栗山駅の周辺整備
栗山駅南側の周辺土地利用計画の策定、用地取得、道路整備、
駐車場整備を検討します。

　　　御大師山散策路及び施設の改修・整備
散策路修繕、順路看板設置、既存展望台の撤去および展望デッ
キ整備、御大師山周辺案内看板の設置などを行います。

　　　御大師周辺ガイドブックの作成
御大師山散策路などの環境調査やルート設定、周辺ガイド
ブックの作成を行います。

新規

［３］上・下水道

水道管の計画的な更新
布設後、30 年以上が経過した老朽度の高い水道管を更新し
ます。

公共下水道への統合
継立地区農業集落排水を公共下水道へ統合し、効率的な処理
体制の確立を図ります。

合併処理浄化槽整備制度の見直し
下水処理にかかる費用負担の公平性を図るため、合併処理浄
化槽制度の見直し（町管理への移行）を進めます。

［４］河川

河川環境の改善と自然河川づくりの推進
河川の土砂撤去・倒木除去、ハサンベツ地区の自然河川環境
整備などを推進します。

新規

新規

新規

新規

新規
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６ 地域経営 ｜みんなが主役のふるさとづくり

［１］コミュニティ活動

まちづくり協議会等の活動支援
まちづくり地域交付金の交付、地域支援職員（町職員）の配置、
地域組織の活動支援など町民主体のまちづくりを推進します。

　　　地域活性化・賑わい創出活動の支援
個人町民税の１％相当額（約400万円）を財源に、ＮＰＯ・ボ
ランティア団体などが連携・協力する提案事業を支援します。

新規

［２］行政経営

政策評価の推進
総合計画に基づく施策・計画事業の評価を行い、改善・見直
しを図ります。

各種統計データの活用推進
各種統計データにより、町勢の現状を分析・公表し、まちづ
くりに活用します。

町税収入等の収納率向上
適正かつ公平な徴収・滞納対策の確立と、納税者の利便性・
サービスの向上を図ります。

　　　公共施設等総合管理計画の策定
公共施設等の維持管理・修繕・統廃合などに関わる中長期的
な実施方針（総合管理計画）の策定と運用を行います。

時代に対応する行政職員の育成
多様化する町民ニーズに的確に対応できる職員の育成と意識
改革を図ります。

行政情報システムの活用
情報システムの活用により、行政事務の効率化と行政サービ
スの向上を図ります。

広域連携の推進
地域振興策や事務の共同処理など、広域市町村による連携を
推進します。

新規
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［３］情報共有と町民参加

行政情報の発信
町広報やホームページ等を活用し、まちの情報を積極的に発
信します。

予算・決算・財政状況等の公表
財政情報の町広報掲載や予算・決算説明書の発行、財政モニ
ター制度、出前型町財政学習会の実施などを行います。

栗山町史（平成史）の編集・発刊 平成元年から平成 30年までの平成史版を発刊します。

　　　コミュニティ放送の開設
コミュニティ放送局の開局や、防災ラジオ配布など、情報共
有・地域活動の活性化を推進します。

くりやまキャッチボイスの運用
ハガキ・ＦＡＸ・メールにより日常的な町民の疑問・意見な
どに回答する仕組みを運用します。

多様な世代の町民参加推進
町政の重要課題に対する町民参加機会の充実、審議会等の委
員公募、子どものまちづくり参加（体験）を推進します。

　　　栗山町自治基本条例の見直し
町民参加により栗山町自治基本条例の見直しを行い、情報共
有と町民参加のさらなる推進を図ります。

新規

新規
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計画の体系について

［１］計画の構成

本計画は「基本構想」、「基本計画」、「進行管理計画」の３層で構成され、
このうち「基本構想」と「基本計画」の策定・改定・見直し等は議会の
議決の対象となります。

●計画策定の趣旨
●計画の体系
●まちづくりの基本目標
●計画の運用
●町財政の見通し

ビ
ジ
ョ
ン

進行管理計画

基本計画

基本
構想

議
会
の
議
決

「実施計画」 
＋

 「展望計画」

●計画事業［詳細］
　年度別事業計画、財源構成等の政策情報

実 

行

●分野別施策・計画事業
　［１］生活環境　　　　　［２］教育
　［３］医療・保健・福祉　　［４］産業
　［５］都市基盤　　　　　［６］地域経営
●重点プロジェクト
　［分野横断的な施策・事業群］

戦 

略

基本構想

基本構想は、まちの将来像や重点

政策方針、分野別政策の基本方針

など、まちづくりの基本目標を定

めるほか、計画の財源（町財政の

見通し）、改定・見直し手続きなど、

計画の運用に関する基本ルール等

を定めるものです。

進行管理計画

進行管理計画は、基本計画におけ

る個々の計画事業の進行を適切に

管理するため、年度別の事業計画

（事業内容と事業費）や、財源構成

等を記載した詳細の政策情報であ

り、毎年度、事業評価の結果等を

含めて公表するものです。

基本計画

基本計画は、分野別政策の基本方

針に基づく施策・計画事業を定め

るほか、重点政策方針に基づく分

野横断的な重点プロジェクトを定

めるものです。
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［２］計画の期間

社会経済情勢への対応や町長任期との整合性を図るため、計画期間は８年とし
ます。ただし、計画期間中に町長が交代した場合は、必要に応じて計画期間を
見直します。

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

基本構想［８年間］

基本計画［４年＋４年］

進行管理計画［１年］　毎年度の事業評価・予算編成で見直し

前期実施計画［４年］

後期実施計画［４年］

後期の展望・見通し［展望計画］

見直し年度
［町長選挙］

基本構想

平成 27年度～平成 34年度の８年間とします。

基本計画

実施計画（前期）４年と、展望計画（後期）４年で構成

します。

●実施計画［平成 27 年度～平成 30 年度］

　財源調達を含めて、前期４年で実施が確実に見込

　まれる政策等で構成します。

●展望計画［平成 31 年度～平成 34 年度］ 

　将来を展望する政策構想と、総合計画の策定時点

　では緊急性が低い政策等により構成します。

進行管理計画

毎年度（１年ごと）の事業評価・予算編成で見直しを

行います。

＊展望計画に掲げた政策構想等については、前期４

年目に施策・事業評価の結果や町長公約等を踏まえ

た総合的な再検討と議会の議決を経て、後期実施計

画に反映されます。
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